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魅力度を高くする

 

千円

高齢者の就労率は平成１１
年度、１２年度の数値は６５歳
以上で、平成１３年度は６０歳
以上。 (平成1３年度の高齢
者の就労率が1２年度より高
くなっているのは基準となっ
ている年齢が65歳から60歳
に変わったことによる。）

千円  
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　　　職員数(正規｜非常勤）　　③

減少率を低くする
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高齢者の就業率
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単位

みどりの産業事業所数（農業を含む）

％

産業経済・区民生活分野（みどりの産業で元気のでる都市をつく
ろう）

①消費者の区内商店街への満足度を平成１８年度までに６０％以上に向上させる。（Ｈ１３－５１％）
②1商店街当たりの空き店舗率を平成１８年度までに、５％以下に改善する。（Ｈ１３－６．６％）
③ＳＯＨＯ的事業者の５年間の新規創業総数１０００件を実現する。(平成１３年度から１８年度までの５
年間)（Ｈ７～１２では、６９０件）

　区民生活部 　都市整備部・環境清掃部

①区民が住み慣れた地域で活きいきと商売をし、働き、生活していけるようにする。
②種々の社会環境の変化や区民の価値観の多様化に対応じた新たな事業や商品、サービス等を創
造しやすくする。
③区民が、持てる能力を発揮することができる就労機会を提供することにより、杉並区を活力と賑わい
のあるまちにする。

担
当
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果
た
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成
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標

関連部

　環境と共生できる産業(みどりの産業)を育て、さまざまな人々が活躍する、活力と賑わいのある都市
づくりを行うための政策を策定し、実施すること。

 平成14年度　杉並区政策評価表A(分野）

商店街の活性化度
（従業員一人あたりの売上高）

区
民
等

の
意
見

分野
番号

①長引く景気低迷の中で、区内の企業・商店は売上及び事業所数、従業員数ともに減少傾向にあ
る。　　　②ＩＴ化の進展に伴う情報通信産業と区内に集積する映像コンテンツ産業の一部に活力や明
るさが見える。
③平成13年度東京都工業統計調査によれば、平成13年度の都内事業所数の減少率は10.1%で、
1951年の調査開始以来、初の10%の大台を記録した。

①区内中小企業の窮状を救うため、また起業・創業を支援するための融資や助成、相談等、行政によ
る積極的な支援への要望が増えている。
②就業が困難になっており、仕事のあっせん紹介を望む声が多くなっている。
③農業について、環境の保護や生きがいづくりの面からも、区民農園を増やしてほしいという要望があ
る。
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単位

千円

項　　目

　　　　　　　　事業費　　　　　　　　①

百万円

課税所得の平均値

％

千円

財源 国･都等からの支出金　　⑥

　　　　　総事業費(①＋④)　　　　⑤

千円
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政策コスト（総事業費－千円）
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後
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野
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方

政策
番号

重点
政策 政策名

（３）重点政策

分 野 を 構 成 す る 政 策

12年度 13年度

　
①環境と共生する産業の育成のために、②商店街の活性化のために

○

①地域経済の活性化：区内の各産業の現状を的確に捉え、その対応策を構築する。　②自助努力への支援：
事業者や地域の発案、発想が生まれやすい補助形態とするとともに、情報の提供や専門家の助言等の支援
策の充実を図る。　③地域間競争への対応：杉並区の特徴であるアニメーション産業等情報コンテンツ産業を
地域経済再生に活用する。　④地域の産業資源の活用：アニメーション産業をリーディング産業として支援し
つつ、区内中小企業とのリンケージを図り、もって区内産業全般の活性化を行う。　⑤まちづくりとの連携：地域
経済の活性化及び企業活動と区民生活との共存に向けて、福祉、環境、まちづくり、子育てなどの分野で、地
域やＮＰＯ等との連携を図る。

　社会環境の変化にあわせて、ＩＴや環境技術等の産業の立地を促し、支援していくことで、次代を担う新しい
世代が育ち、そして活躍することができる活力あるまちをつくり出す。また、地域経済の中心であり、人々の生
活に彩りを与える商店街の魅力を高め、個性的で賑わいのあるまちの核としていく。さらに、多様な働き手やＮ
ＰＯ等の組織が働きやすく、活躍できるまちをつくっていく。そのために今後は、①地域経済の活性化、　②自
助努力への支援、　③地域間競争への対応、　④地域の産業資源の活用、　⑤まちづくりとの連携、を基本方
針として取り組んでいく。

多様な働き手、組織が活躍する
社会の形成のために

指標3

ーーー

特記事項
11年度

100 ーーー

（1）今後の分野戦略計画の方向

（２）分野戦略計画を達成するための課題

239,927

分野合計

都市農業の育成のために

○

ーーー

商店街の活性化のために

区民生活を支える基盤整
備

149,803170,397

環境と共生する産業の育成のた
めに

指標１ 指標2

①【参考】高齢者の就労率は、杉並区高齢者実態調査による13年12月現在の60歳以上の数値である。平成８
年の同調査では、37.7%であったことをみれば、以後の景気後退局面で企業が高齢者の雇用を控えた
ことが分る。
②商店街は、長引く景気低迷から売上や店舗数が減少するなかで、環境変化への対応や将来のあり
方を模索しながら様々な助成制度を活用し、再活性化に取り組んでおり、こうした動向は、今後も微増
しながら続くものと思われる。
③不況の影響から、全国的には業者及び勤労者の所得は減少傾向にあるが、区の現況は、ほぼ横ば
いにある。経済予測でも景気回復までには、まだ時間を要すことから、当面は所得の減少をくい止め、
現状維持を図っていくが、景気の動向によっては所得増もあり得る。
④【参考】全産業事業所数の最新数値は、事業所・企業統計調査（総務庁統計局）にる平成11年７月
１日現在の21,827所である。この調査は概ね3年毎に実施されている。

総合評価

　「みどりの産業で元気のでる都市」の実現に向けて、種々施策・政策を実施してきたが、深刻化する
経済情勢や急進するＩＴ化などの激しい社会環境の変化に対し、既存の制度・事業による施策は、行
財政改革等による見直しを図ってはきたが、十分な成果を得られなかった部分もあった。反面、アニメ
を中心とする新産業の育成・支援及び千客万来・アクティブ商店街事業、広域ポイントカードの導入に
よる商店街の活性化策等、新たな施策は着実な成果を上げた。今後は、全ての事務事業が環境の変
化や区民要望によりタイムリーに、かつ効果的に実施できるよう一層の改善を図りたい。

指標の変化と
目標達成の状
況

目標達成率
91

指標4 指標5
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30,676

平成14年度　杉並区政策評価表B(政策項目）

政策名

政策
担当部

　商店街の活性化のために

関係部　区民生活部

10政策
番号

　１３年度に新設した「千客万来・アクティブ商店街事業助成」及び「商店街の情報化支援（ポイントカード事業、
ＨＰ開設事業）」は、既存の助成制度とは異なり、商店街自らが考え、自らの責任において実施する新たな商店
街振興事業を支援するものである。、これからの商店会の活性化に不可欠な自主性・主体性及び地域コミュニ
ティーとの関係を重視した制度であり、他の商店街への波及効果を含め、目標達成に向け効果を発揮するものと
期待される。今後、この新たな助成制度にみられるような、社会環境の変化や消費者のニーズに的確に対応した
事業への積極的な支援策が重要となる。

207,699

0

3

　　　　人件費　　　　　④

政
策
の
総
合
評
価

　効果が直ぐ出るものではないので、正確なコスト評価は難しいが、全体の動向に鑑みると、政策コストに見合っ
た成果に結びついているとは言い難い。今後は、効果を確実に上げるために、危機感を持ち、自助努力をして
いる活性化の見込みのある商店街を重点的に支援する等、助成制度のあり方について見直しを図る必要があ
る。

千円 00

　　　　事業費　　      ①

　身近なところに、地域に密着し、生活に彩りを与える商店街を再生することにより、区民が買物等を通して集
い、憩い、交流し、地域コミュニティーの中で潤いを感じ、活き活きと生活できるようにする。

①賑わいと活力のある商店街を増やしていく。
②区内１４２商店街を立地条件、個店の状況、集積状況の三要素からＡ～Ｅランクに区分けた場合、上位Ａ・Ｂラ
ンクは現在、約２０％であるが、これを各種助成制度を活用し、３０％以上に引き上げる。（A　区内平均水準を上
回る商店街7箇所、B　区内平均水準をやや上回る商店街23箇所）

　長引く景気低迷や消費者のニーズの多様化等様々な環境変化の影響から、区内商店は、ここ20年余の間に
店舗数が約30％減少している。売上をみても、約８５％の商店が３年前と比べて減少し、そのうちの半数は30％
以上の激減となっている。また、平成１３年度杉並区商業・工業・農業等実態調査の中の買物動向調査の結果で
は、調査に協力した区民（1,779人)の店舗形態別利用頻度をみると、大型店・スーパーの利用が圧倒的に多く
(77.7%)、次いでコンビニ(33.2%)であり、商店街はほぼ1/4(25.3%)に留まっている状況にある。

60,772

人 2

134,552155,155千円

千円

2

15,24215,242

　１３年度に各種助成制度を活用し、新たに活性化を試みた商店街は延べ９９商店街（商店街装飾灯への助成
及び産業・観光まつり補助を除く）で、活性化取組率は９．９６％(９９商店街÷１４２商店街×７助成制度)である。
なお、活性化に取り組んだ延べ商店街数や活性化取組率が、即、目標達成率とはならないが、徐々に成果が表
れるものと思われる。

千円

千円 149,803170,397

65,904(財源）国･都から
　　の支出金　　　  　　⑥

総事業費(①＋④)　⑤

85,904

239,927
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　同買物動向調査によれば、回答した区民の半数近くが商店街に不満を感じている。最大の不満は「品揃え」で
あり、これ以外は「駐輪スペース」「価格」「商店街の景観」と続いている。しかし、一方、不満を持ちながらも、「ま
ちに活気がなくなる」「生活に困る」等から、約８割は商店街を「必要だと思う」としている。また、歩行者からは、路
上への商品陳列や駐輪が危険で、安心して商店街が歩けないといった苦情が多く寄せられている。

政
策
コ
ス
ト

単位 11年度 12年度 13年度

職員数
　(正規｜非常勤） 　　③ 人



施策
番号

見直
し施
策

(代)助成事業等に取り組んだ商店街数

14

見直し施策

商店街空き店舗発生率

7 商店街ホームページ開設割合

政　策　を　構　成　す　る　施　策

施策名 平成12年度
総事業費

平成13年度
総事業費

13年度
指標値

商店街カード化割合

6.6

　商店街の情報化

今
後
の
政
策
戦
略
計
画
の
あ
り
方

今後の政策戦略
計画の方向

環境対応や情報化等、時代の変化を踏まえた商店街の活性化策を積極的に展開していく。
(1)【魅力ある商店街づくり】　商店街の自助努力と区や地域の支援を基に、これからの商店街の
あるべき姿を地域の中で検討し、その戦略化した計画に基づき、施設整備のハード面と商業
サービス事業のソフト面の両面から商店街の環境整備を図っていく。
(2)【特色ある個店づくり】　地域の特性を活かした特色や個性があり、商店街の核となり得る個店
を育成し・支援することにより、商店街の魅力と集客力を高めていく。
(3)【新しい商業活動づくり】　単に商品やサービスを販売・提供するだけでなく、地域やＮＰＯと連携し
て社会環境の変化や消費者ニーズの多様化等を反映した、新しい商業事業を創造し、実施する。

　魅力ある商店街づくり

(1)【魅力ある商店街づくり】：①商店街が各々の魅力を競い合うような競争環境の強化、②増加
傾向にある空き店舗問題の解決、③ＩＴ時代に適応した商店街の情報化への支援。
(2)【特色ある個店づくり】：①駐輪場の整備やバリヤフリーなどのアクセスの改善、②経営診断や
人材育成等による個店のパワーアップ、③商品の流通ルート表示や付加価値の高い商品開発・
販売等による消費者のニーズに応じた信頼性の確保。
(3)【新しい商業活動づくり】：地域やＮＰＯと連携協働し、空き店舗の活用や環境・リサイクル事業
への取り組み、子育て支援等新しい事業の創造による商店街の活性化。

重点施策

費用対効果の
高い施策

198

政策戦略計画を
達成するための課題

施策指標名

45 ○ 魅力ある商店街づくり 149,803 187,511

52,41646 商店街の情報化 0


